
 

 

 

 

 

弘前市における宿泊税に係る制度のあり方について 

答申書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



弘前市における宿泊税に係る制度のあり方について、審議を重ね、

その結果をとりまとめましたので、下記のとおり答申いたします。 

 

記 

 

１ 当委員会では、宿泊税の導入に向けて、市民、特別徴収義務

者となる宿泊事業者及び納税者となる宿泊者から理解が得られ

ることを念頭に、弘前市ならではの制度内容をまとめたところである。 

 

２ 今後、弘前市において、当委員会で議論した様々な効果と課

題について引き続き整理し、十分に検討を加えながら、拙速な導

入とならないよう対応していくことが必要である。 

 

３ 宿泊税の導入に伴う新たな財源の使途については、その導入

目的を踏まえて活用するとともに、市民等から使途に対する理解

が得られるよう心掛けることが必要である。 

 

４ 宿泊税の導入に当たっては、特に以下の取組について事前に実

施することが必要である。 

①市民や宿泊事業者等に対する宿泊税の導入目的、使途、税

額などの丁寧な説明や意見聴取、並びに周知活動 

②宿泊事業者へのレジシステムの整備、改修等の事前準備に係

る対策 

 



５ 当委員会でまとめた宿泊税制度の内容は、以下のとおりである。 

項目 制度内容 

導入目的 
弘前の自然、歴史、文化、伝統など地域資源の魅力を高め、国
内外の人々の来訪及び交流を促進するとともに、市民生活と調和
した持続可能な観光の振興を図る施策に要する経費に充てるため 

課税客体 

弘前市内に所在する次の宿泊施設への宿泊行為 
・旅館業法に規定するホテル、旅館、簡易宿所 
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業に係る施設（民
泊） 

納税義務者 上記施設への宿泊者 

課税標準 上記施設への宿泊数 

特別徴収義務者 
・旅館業又は住宅宿泊事業を営む者 
・宿泊税の徴収について便宜を有すると認める者 

徴収方法 
特別徴収 
（特別徴収義務者〈宿泊事業者等〉が宿泊者から宿泊税を徴収
し、納入する。） 

申告納入期限 

特別徴収義務者は原則、毎月末日までに前月分を申告及び納
入する。 
（ただし、申告納入額が一定額を超えない場合等一定の要件を
満たす場合に３か月分をまとめて申告納入できる制度も導入する
こと。なお、制度の要件は、事業者の意見を参考とする。） 

税額 一律２００円 

免税点 設定しない 

課税免除 
設定しない 
（ただし、外国大使等の任務遂行に伴う宿泊は課税免除とす
る。） 

条例施行後の 
見直し時期 

５年ごと 

特別徴収事務 
交付金 

納期限内納税額の３．５％ 
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